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研究成果の概要（和文）：本研究では，教師が集合研修の成果を校内で転移させられるように，その実態を明ら
かにし，支援方策を考えようとした。    まず，研修転移モデルを構築し，具体事例を通してモデルにおける要
因がどのように機能しているのかを検討した。インタビューをもとに仮モデルを作成 し，それを検証するため
に，8名の教員に対する追加インタビューを実施した。その結果，作成した転移モデルは大枠で支持された。こ
れらの結果をもとに，教員研修の転移プロセスモデルを提案した。  そのモデルをもとに，具体事例を分析し
た。以上と同時並行し，研修転移を促すアクションプランシートを開発し，日本教育工学会において発表した。

研究成果の概要（英文）：In this study, we attempted to clarify the actual situation and to consider 
supportive measures so that teachers can transfer the results of group training within the school.  
  First, we developed a training transfer model and examined how the factors in the model functioned
 through specific cases. A tentative model was created based on the interviews, and additional 
interviews with eight teachers were conducted to verify the model. As a result, the developed 
transition model was largely supported. Based on these results, we proposed a transfer process model
 for teacher training.  Based on the model, specific cases were analyzed. In parallel with the 
above, we developed an action plan sheet to promote the transfer of training, and presented it at 
the Japan Society for Educational Technology.

研究分野：教育工学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は，教員研修プログラムそのものの開発ではなく，その後の教師の行動（研修転移）を支援するという視
点から組み立てられた研究である。これまで，教師教育分野において，研修転移はその評価の難しさから研究対
象とはされてこない傾向にあったが，本研究では，教師教育における新たな視点を提供した。
　また，研修転移そのものを評価するのではなく，研修転移を充実させるためのツールを開発した。これまで，
教師教育における研修転移の評価の難しさに課題があった。しかし，研修転移を支援するという視点からツール
を開発する教育工学的アプローチによる研究とし，旧来から言われてきた問題を乗り越えようとした。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 学校の教師が，自身の成長を図るために勉強する場として，校内で行われる研修と校外で行わ
れる研修にわけられる。後者における代表的なものとして，教育センター等に赴き，他の学校の
教師とともに研修を受ける場（以下，集合研修とする）がある。 
 集合研修は，その成果を実際に校内や自分の仕事に役立てることが期待され，そうできるよう
に設計されているのが一般的である。研修の成果を実際に仕事の場で役立てることを人材育成
研究においては，「研修転移」と言う（中原 2014）。 
 人材育成研究においてもそうだが，教師教育においても集合研修の成果を転移させることに
課題がある。一般的には，教師が多忙すぎて行動に移せないといわれるが，本当にそれだけだろ
うか？ 実際に研修の転移を促す仕組みの研究から考えると，「学習者」「プログラム設計者およ
び講師・運営者」「管理職・同僚」という要素があるという（鈴木 2015）。学術上，これらの要
素が全て調整され，効果的な研修転移が進められることになる。すなわち，集合研修で学んだ教
師のみが漫然と努力するレベルで研修転移を図ることはむずかしいことになる。教師が，集合研
修で学んだことをもとに更に学び続け，仲間の手を借りながら，進めていくことが必要である。
これまで応募者らの研究では，ただ「学ぶ」だけではなく，自分自身が「経験学習力（経験から
学ぶ力）」を発揮し，今ある状況を仲間とともに「変えられる教師」の必要性について明確にし
てきた（時任・寺嶋 2016）。そして，その必要性を実感できる教材を開発してきた（寺嶋・時任 
2017）。しかし，研修で学んだことを現場で効果的に転移させるなどの具体的な場面を取り上げ，
活用できるようなツールは存在しないことから，以下の問いを立てた。 
 
問い 
 教師を対象とした集合研修で学んだ成果を校内で転移させるために，教師がどのような視
点から，その後の校内研修における目標や活動を設計することが必要か？ そして，教師は自
ら立てた目標に基づいて行動に移していく際にどのような態度で取り組むことが必要か？ 

 
２．研究の目的 
 本研究を通して，教師の研修転移を促すことができるような，アクションプランシートの構成
要素を明確にする。 
 

３．研究の方法 
◯人材開発に関する研修転移の先行研究から，教師個人が研修後にどのように振る舞えば，成功
に繋げられているかを明確にする。 
○集合研修を受講した教師を対象として，その後どのような行動を取り，どのような困難に直面
したのかを聞き取ることで，教師の研修転移を成功させる秘訣を明らかにする。それに基づき，
教員の集合研修の転移モデルを組み立てる。 
○組み立てたモデルに基づき，特定の教員研修をとりあげ，その詳細を分析する。 
◯その情報を整理する際，経験学習の先行研究で取り上げられている構成要素（ストレッチ，リ
フレクション，エンジョイメント，思い，つながり）（松尾 2011）の視点も踏まえる。 
◯上記したものに基づき，研修転移を促すことのできるように，集合研修受講後の教師を対象と
したアクションプランシートを開発する。 
 
４．研究成果 
（１）研修転移モデルの開発について 
まず，8名の教員を対象に，これまでの教職経験を振り返ってもらい，本務に活かすことがで
きた研修について，非構造化インタビューを実施した。その結果を踏まえ，研修の転移に関する
モデルを作成した。その結果，図１のような研修転移モデルを暫定的に開発をした。 
 次に，モデルを検証するために，本研究では研修内容を実践に活用，もしくは校内全体に広げ
た経験のある教員に対する半構造化インタビューを行った。8名の教員に対し，以下のような内
容を尋ねた。 
１．校種，担当教科，教員歴 
２．これまで受けた研修の中で，その後，転移に繋がった研修はあるか 
＜以下，２で回答した研修について回答＞ 
３．研修の内容と転移の具体 
４．研修の受講をどのように決定したか 
５．研修の受講前に準備したこと 
６．研修内容を校内に活かすために，研修中やその後にやったことはあるか 
７．研修内容を自分で活用するときに，気をつけたことやそれに対して校内や管理職からのサポ
ート等があったか 
８．研修内容を校内に広げるときに，気をつけたことやそれに対して校内や管理職からのサポー



ト等はありましたか。 
＜以下の項目は一般論として＞ 
９．研修の内容の転移に関して，どのような管理職の動きや校内の風土があれば，それらがやり
やすい，もしくはやりにくいと思いますか。 
 
その結果，図１のモデルについては概ね支持されたが，さらにインタビュー内容を踏まえ，図
２へと修正をした。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ 教員研修の転移モデル暫定版 図２ 教員研修の転移モデル修正版 
 

 
（２）集合研修の具体事例分析について 
 前述のモデルを念頭に置きながら，研修転移事例の詳細について，調査分析をした。 
(a)研修転移場面における環境要因の分析（英語科教員を対象として） 
本研究で着目したのは，研修で学んだことを活かす場としての所属校において，転移に影響を
与える環境要因である。本調査におけるリサーチクエスチョンを「研修での学びを所属校におい
て転移をさせる際，転移が起きる要因と起きない要因は何か？」を設定し，現職教諭を対象とし
た調査を実施した。 
具体的には，過去に集合研修等を受講した経験のある公立高校に勤める英語科教諭を対象に，
「英語科教育の研修で学んだこと」が所属校において「生かされる／生かされない」要因につい
て半構造化インタビューを実施した。本研究を進めるにあたり複数回の調査に応じることが可
能なインフォーマントを選定・調査の依頼をし，本人及び学校長の承諾を得ることができた A県，
B 県，C 県，D 県の公立高校に勤める８名（A 県３名，B 県３名，C 県１名，D 県１名）を対象に
第一回目のインタビュー調査を実施した。尚,新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から，対
面でなくテレビ会議システムを使ったインタビューを実施した。 
下記項目について質問を行い，適宜詳細について尋ねる質問を追加した。 
１：これまでに受けてきた英語科教育の研修で，自分自身の教師生活に役立つと感じた内容とそ
の要因 
２：そこで受けた英語科教育に関する研修が，所属校において役立ったか否か 
３：２：の結果が生じた要因 
 インタビューは録音し，逐次文字化したのちオープンコーディングと軸足コーディングを行
った。 
 分析の途中経過として，以下の傾向が見られた。 
（ア）インフォーマント達はこれまでに受けてきた英語科教育に係る研修（初任者研修や 10 年
研修，文部科学省主催の集合研修等）から，４技能に関する様々な学びを得ており，それらを所
属校において生かそうと考えていた。 
（イ）しかしながら，研修で扱う４技能のバランスの取れた英語科教育に関する内容を実際に所
属校で実践する際には「足並みをそろえる」という学校文化が障壁になっていた。 
（ウ）また，個人の裁量で内容を変えることができる授業において研修で学んだことを活かす場
合においても，自身がこれまでに培ってきた受験指導のノウハウをセイフティネットとし，模擬
試験等の結果が下がらないよう調整をしながら授業に研修で学んだことを生かしている傾向に
あることが明らかになった。 
 特に，（イ）（ウ）は大学進学率の上昇に力を入れる高校において顕著に意識されており，イン
フォーマント達は自身が考える良い英語科教育と実際の進学指導の間でジレンマを感じながら
授業に取り組んでいる可能性が示唆された。 
 
 
(b) ICT 推進リーダー教師の ICT 活用の普及・推進に資する行動の分析―研修転移場面での経験



学習の視点から― 
 
本研究では，ICT 推進リーダー研修を受講した教員が，研修終了後に ICT 活用の普及・推進に
関わる取り組みをどのように考えて行っているかを明確にしようとした。経験学習の観点から，
対象者は「信念」に基づいて，「エンジョイメントとストレッチ」にあわせて，「技術」を適用す
ることで行動をしているという仮モデルを組み立てた。仮モデルに基づき 5 名の教員に対して
インタビューをした上で，発言をコード化し，仮モデルの下位カテゴリを記述した。その結果，
表 1 のような発言に整理され，教員の行動の具体が明らかとなった。また，仮モデルを発展さ
せ，図 3のようにまとめた。 
 

表 1 発言の分類 

 
 
 

 
図 3 ICT 推進リーダーの研修転移場面での行動に関するモデル 

 
(c)アクションプランシートの開発  
 初年度から暫定版を作りながら，研修終了後にまとめるアクションプランシートの改善を続
けた。具体的には，以下の項目から成る。 

１．＜講義開始前に＞ 講義で解決したい問題を整理しよう 



２．＜振り返りパート＞ 講義での学びを振り返ってみよう 

３．＜発展パート＞今後，どのように自分に活かすのかを考えよう 

４．＜普及パート＞学んだことを還元しよう 
 
 このアクションプランシートについては，根本は当初のアイディアから変わってはいないが，
上記 1が加わることで，研修全体に位置づけられること，さらに振り返りをしやすくなると考え
られる。 
 これまで，このシートの暫定版に書き込まれたものをデータとして利用し分析すると同時に，
シート自体の改善へとつなげてきた。現在ではこのシートを新たな場に導入し，さらなる研修デ
ザインの改善を計る一助としている。 
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